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【表紙】  

  

【提出書類】 有価証券届出書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成 年 月 日 

【発行者（受託者）名称】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【代表者の役職氏名】(２) ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【本店の所在の場所】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【事務連絡者氏名】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【電話番号】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【発行者（原委託者）氏名又は名称】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【代表者の役職氏名】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【住所又は本店の所在の場所】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【事務連絡者氏名】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【電話番号】 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信託流動

化受益証券の名称】 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信託流動

化受益証券の金額】(３) 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

【縦覧に供する場所】 名称 

（所在地） 

 

第一部【証券情報】 
第１【内国資産信託流動化受益証券の形態等】(４) 
第２【発行（売出）数】 
第３【発行（売出）価額の総額】(５) 
第４【発行（売出）価格】(６) 
第５【分配金の分配時期及び場所】 
第６【募集の方法】 
第７【申込単位】 
第８【申込期間及び申込取扱場所】 
第９【申込証拠金】 
第10【払込期日及び払込取扱場所】 
第11【引受け等の概要】(７) 
第12【その他】(８) 
第二部【特定信託財産情報】 
第１【特定信託財産の状況】 
１【概況】 
(1）【特定信託財産に係る法制度の概要】(９) 

(2）【特定信託財産の基本的性格】(10) 

(3）【特定信託財産の沿革】(11) 

(4）【特定信託財産の関係法人】(12) 



 

２【特定信託財産を構成する資産の概要】 
(1）【特定信託財産を構成する資産に係る法制度の概要】(13) 

(2）【特定信託財産を構成する資産の内容】(14) 

(3）【特定信託財産を構成する資産の回収方法】(15) 

３【特定目的信託の仕組み】 

(1）【特定目的信託の概要】 

①【特定目的信託の基本的仕組み】(16) 

②【特定信託財産の管理及び処分に関する事項】(17) 

③【原委託者の義務に関する事項】 

④【信託権利等】 

⑤【その他】 

(2）【受益権】(18) 

(3）【受益証券の取得者の権利】 

４【特定信託財産を構成する資産の状況】 

(1）【特定信託財産を構成する資産の管理の概況】 

(2）【損失及び延滞の状況】(19) 

(3）【収益状況の推移】(20) 

第２【特定信託財産の経理状況】(21) 
１【貸借対照表】(22) 

２【損益計算書】(23) 

３【附属明細表】(24) 

第３【証券事務の概要】(25) 
第４【その他】(26) 
第三部【受託者、原委託者及び関係法人の情報】 
第１【受託者の状況】(27) 
１【受託者の概況】 

２【事業の状況】 

３【設備の状況】 

４【経理の状況】 

５【その他】(28) 

第２【原委託者の状況】(29) 
１【会社の場合】 

(1）【会社の概況】 

(2）【事業の状況】 

(3）【設備の状況】 

(4）【経理の状況】 

(5）【その他】(28) 

２【会社以外の団体の場合】 

(1）【団体の沿革】 

(2）【団体の目的及び事業の内容】 

(3）【団体の出資若しくは寄附又はこれらに類するものの額】 

(4）【役員の役名、職名、氏名、生年月日及び職歴】 

３【個人の場合】 
(1）【生年月日】 

(2）【本籍地】 

(3）【職歴】 

(4）【破産の有無】 



 

第３【その他関係法人の概況】 
１【名称、資本の額及び事業の内容】(30) 

２【関係業務の概要】(31) 

３【資本関係】(32) 

４【役員の兼職関係】(33) 

５【その他】(34) 

第四部【特別情報】 
【内国資産信託流動化受益証券の様式】(35) 
 


